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研究要旨 

昨年度、宮城県内の岩沼市および加美町の小学 1年生から 5年生を対象に、食事

摂取頻度調査票を用いた肥満・過体重の予防･改善方法をクラスター無作為化比較試

験より検討した。その結果、自記式質問紙票を用いた栄養調査の結果開示によるポ

ピュレーションアプローチは肥満予防·改善に有効な介入方法の一つである可能性が

示唆された。本年度は昨年度対照群に割り付けられた群に対して不利益が最小限に

なるように介入を実施した。463 人中 226 人が栄養調査に回答した（回答率： 

48.8 ％）。たんぱく質摂取量は、ほぼ全員が「ちょうどよい」であった。脂質摂取

量は「少し多い」または「多い」の割合が加美町で約 55 ％、岩沼市で約 65 ％、炭

水化物摂取量は「少し足りない」の割合が加美町で 13.3 ％、岩沼市で 28.2 ％と、

いずれも岩沼市において高かった。ビタミン類摂取量では、「ちょうどよい」の割合

が加美町および岩沼市ともにビタミン Cで約 70 ％、 ビタミン B2 で約 80 ％であ

った 一方、ビタミン A は約 45 ％で「足りない」・「少し足りない」、ビタミン B1 

は 70 ％以上で「足りない」であった。以上の結果は昨年度と同様な傾向であった。

本研究は個人単位ではなく学校単位の無作為化比較試験であったが、介入群と対照

群の栄養状態は同等であり、両群の比較可能性が確保されていることが示唆され

る。従って昨年度得られた結果の妥当性は高いと考える。一方、より一層の介入効

果を得るには回答率を高めることが重要である。 
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Ａ．研究目的 

 東日本大震災後、被災地の小児において肥満・過

体重の有病割合が高いことが明らかとなったこと

を受け（文献1-4）、昨年度、宮城県内の被災地域で

ある岩沼市および非被災地域である加美町の小学1

年生から5年生を対象に、食事摂取頻度調査票を用

いた肥満・過体重の予防･改善方法をクラスター無

作為化比較試験より検討した。その結果、対照肥満

群、および介入・対照非肥満群で有意な体重増加が

観察された一方、介入肥満群では有意な体重増加が

観察されなかった（表1）。従って、自記式質問紙票

を用いた栄養調査の結果開示によるポピュレーシ

ョンアプローチは肥満予防·改善に有効な介入方法

の一つである可能性が示唆された。 

 本年度は昨年度対照群に割り付けられた群に対

して不利益が最小限になるように介入を実施した。 
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Ｂ．研究方法 

【対象者】 

昨年度、宮城県岩沼市および加美町の小学校に

在籍する1年生から5年生の全児童、3,129人を対象

とし、対象者を自治体毎にランダムに学校単位

（岩沼市：全4校、加美町：全9校）で介入群：1,4

01人（岩沼市：2校811人、加美町：5校590人）と

対照群：1,728人（岩沼市：2校1,381人、加美町：

4校347人）の2群に区分したクラスター無作為化試

験を実施した。研究参加者はこの内、介入群：404

人（岩沼市：275人、加美町：129人）、対照群：4

63人（岩沼市：366人、加美町：97人）であった。

（参加率：介入群28.9％、対照群：26.9％）。 

 

【実施方法】 

本年度は、昨年度対照群に割り付けられた463人

に対して昨年度と同様に簡易自己式食事歴質問票

（Brief-type self-administered diet history q

uestionnaire for 10-years old; BDHQ）による栄

養調査を実施し、その結果回付を行った（資料1、

2）。 

 

（倫理面への配慮） 

 いずれの調査も東北大学大学院医学系研究科の

倫理審査委員会の承認を得て実施した。 

 保護者には書面にて研究についての説明を行

い、研究への参加を依頼した。対象者は未成年で

あることから、代諾者（保護者）から昨年度得た

同意文書への署名をもとに実施している。 

 

Ｃ．研究結果 

研究参加者は463人中226人であった（参加率：

岩沼市49.2 ％、加美町：45.9 ％）。対照群にお

ける食品群別摂取状況および各栄養素の摂取状況

は図１に示す。たんぱく質摂取量は、ほぼ全員が

「ちょうどよい」であった。脂質摂取量は「少し

多い」または「多い」の割合が加美町で約55 ％、

岩沼市で約65 ％、炭水化物摂取量は「少し足りな

い」の割合が加美町で13.3 ％、岩沼市で28.2 ％

と、いずれも岩沼市において高かった。ビタミン

類摂取量では、「ちょうどよい」の割合が加美町

および岩沼市ともにビタミン Cで約70 ％、 ビタ

ミン B2で約80 ％であった 一方、ビタミン A は

約45 ％で「足りない」・「少し足りない」、ビタ

ミン B1 は70 ％以上で「足りない」であった。 

男児と女児を比較すると、亜鉛の摂取量が「足

りない」・「少し足りない」の者の割合が女児で

高かった（図2、3）。また、鉄の摂取量が足りな

い者の割合も女児で高かった。 

学年別では（図4）、 たんぱく質摂取量は「ち

ょうどよい」の割合が6年生において97.5 ％、そ

のほかの学年は100 ％であった。脂質摂取量は、

5・6年生で「足りない」・「少し足りない」、2・

3年生で「少し多い」の割合が高かった。炭水化物

摂取量における「少し多い」の割合は、学年が上

がるに伴って低下していた。ビタミン類摂取量で

は、ビタミンAにおいて「足りない」の割合が4年

生を除き20％前後であった。ビタミンB1において

「足りない」の割合が、一方ビタミンB2 において

「ちょうどよい」の割合がいずれの学年において

も80 ％前後であった。ビタミンCにおいて「足り

ない」の割合は、学年が上がるに伴って増加して

いた。この傾向は鉄の摂取量でも同様であった。

カルシウム摂取量が「足りない」の割合は、いず

れの学年も約30～40 ％であった。亜鉛の摂取量が

「足りない」の割合は、5年生を除きいずれの学年

も約20～25 ％であった。ナトリウムの摂取量が

「少し多い」・「多い」の割合は、いずれの学年

においても90 ％以上であった。 

 

Ｄ．考察 

昨年度対照群に割り付けられた対象者に対して

介入群と同様の栄養調査を実施した。同意者に対

して実施したものの回答率は50％に満たなかっ

た。先行研究において、小学校単位での肥満介入

はいずれの手法も複数の専門家と多額の費用が必

要であり(文献5)、ポピュレーションアプローチと

して現実的でないことが指摘されているが、本研

究で実施したBDHQ用いた方法では、介入するため

に施設および多くの専門家を必要としないため、

どこでも安価で実施することが可能であり、肥満

予防·改善に有効な介入方法の一つである可能性を
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示した。従って、より効果的な介入方法とするに

は回答率を向上させることが重要となる。 

市町毎の栄養調査の結果は、今年度と昨年度で同

様な傾向であった。本研究は個人単位ではなく学校

単位の無作為化比較試験であったが、介入群と対照

群の栄養状態は同等であり、両群の比較可能性が確

保されていることが示唆される。従って昨年度得ら

れた結果の妥当性は高いと考える。 

 

Ｅ．結論 

学校単位で自記式質問紙票を用いた食事調査を実

施し、その結果を回付することは肥満予防·改善に

有効な介入方法の一つであるという結果の妥当性が

確認された。より一層の介入効果を得るには回答率

を高めることが重要である。 

 

Ｆ．健康危険情報 

特になし 

 

Ｇ．研究発表 

１． 論文発表 

特になし 

２．学会発表 

１．Nishide A, Matsubara H, Nagai M, Kure S, 

Kuriyama S, Folate intake and atopic 

eczema in Japanese school children. 

Nutrition Society (イギリス、コールレー

ン)、2018 年 6月  

２．Nishide A, Matsubara H, Nagai M, Kure S, 

Kuriyama S, Self-reported rate of eating 

and prevalence of obesity among children 

in the great east Japan earthquake 

affected prefecture. Nutrition society 

(イギリス、リーズ)、2018 年 7月 

３．Nishide A, Nagai M, Matsubara H, Kure S, 

Kuriyama S, Disclosure of dietary intake 

information and change in weight、

Nutrition and Growth (バレンシア、スペイ

ン)、2019 年 3月 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

１． 特許取得 

特になし 

２． 実用新案登録 

特になし 

３． その他 

特になし 
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表 1．食事調査の結果の開示による介入の体重改善効果 
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*性別、学年、学校（7小学校）、ベースラインの体重で補正  
†対象群 vs. 介入群 

 

 

    体重（介入前） 体重（介入後）   変化量(kg)    変化割合(%)    

 n 平均 S.D. 平均 S.D. p * 平均 S.D. p *,†  p *,† 

対照非肥満 82 27.2 6.0 28.3 6.2 <0.001 1.05 1.24 
0.644 

3.95% 
0.633 

介入非肥満 198 27.3 6.3 28.4 6.5 <0.001 1.08 1.65 4.17% 

対照肥満 12 40.8 13.7 42.3 14.0 0.044 1.43 1.47 
0.935 

3.58% 
0.980 

介入肥満 18 35.9 8.8 37.0 8.7 0.096 1.16 1.49 3.50% 
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図 1．栄養素別の摂取量 
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図 2．男児の栄養素別の摂取量 

 

 

図 3．女児の栄養素別の摂取量 
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図 4．学年別・栄養素別の摂取量 
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資料 1 
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資料 2 


